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１　全　般

２　評　価

　○　地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）は、地方独立行政法人法第２８条に基づく公立大学法人首都大学東京の年度評価を「公立大学法人首都大学東京の各事業年度の
　　　業務実績評価（年度評価）方針及び評価方法」（平成１８年２月公立大学分科会決定）により実施
　○　法人から評価委員会に提出された業務実績報告書及び法人に対するヒアリング等により、年度計画の実績について総合的に評価
　○　年度評価の結果を今後の法人運営及び大学運営に活用し中期計画の達成を図ること

１　総　評
　○公立大学法人の設立と首都大学東京の開学を１７年度は同時に実施するという困難な状況の中、教育研究、
　　 法人運営など各分野における実績は、設定した計画をおおむね順調に実施しているものと認められる。
　○公立大学法人としての使命と責任を踏まえ、「新しい理念の大学」の実現と中期計画の達成に向け、さらな
　　 る努力が望まれる。

２　教育研究について（特色ある取組みなど）
　○入学者選抜の改善やアドミッション・ポリシーに基づく特色ある入学者選抜を開始する等の進捗が認められる。
  ○学部学生に対する「基礎ゼミナール」、「都市教養プログラム」、「現場体験型インターンシップ」等は、首都大
　　 学東京の独自性と特色ある取組みであり､学生からも一定の評価を得ている。
  ○「大都市の課題解決に資する研究」という目標に沿った、独自性と学術性の高い研究が取り上げられ評価
　　 できる。
　○産学公連携センターの開設、都との各種の連携事業、都民を対象にしたオープンユニバ ーシティなどは、
     首都大学東京の社会貢献の一つであり、特色ある活動として評価できる。
 

　　○大学院については、平成１８年度からの研究科の再編成を行なったところであり、今後は、定員充足率の向上
　　に努めるとともに、入試広報の充実などの対応を図られたい。
　○分散型キャンパスに対応し、学生や教職員の負担軽減への配慮が必要である。
　
３　法人の業務運営（財務運営含む）状況について
  ○改革期において、理事長・学長のリーダーシップの発揮による、迅速で効率的な法人運営が必要である。経
　　営・教学戦略委員会などの設置、運営は評価できる。
　○新たな教員人事制度としての任期制・年俸制・教員評価制度の導入などは評価できる。
 

　　○外部資金の獲得、寄附金制度の一層の活用が必要である。また、予算管理を常時適切に行い、戦略的な資
　　金配分など一層推進することを望む。
　○施設設備の中長期的な保全、改修について、総合的な計画の策定と着実な実施が必要である。

４　今後の課題及び法人に対する要望など
　○これまで以上に大学運営を充実させるためには、学長のリーダーシップを支える人材の発掘や人材育成など
　　 が望まれる。
  ○「首都大学東京のブランド力」の形成を通して、本学のアイデンディティーを早期に確立することを望む。
　○自己収入と外部資金を増額し、運営費交付金への相対的な依存度を下げる工夫が望まれる。
  ○各年度及び事業ごとの実績を十分に検証し、改善すべき点を的確に認識し、次年度以降の年度計画に反映
　   し、着実に実施することを期待する。

全 体 評 価

公立大学法人首都大学東京 平成１７年度評価案について（概要）

○「公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）方針及び評価方法」（平成１８年２月２７日公立大学分科会決定）に基づき実施
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【年度評価】
①項目別評価
　年度計画の大項目ごとに事業の進捗状況・成果を４段階（１～４）で評価
②全体評価
　項目別評価結果を踏まえ、法人の中期計画の進行状況全体について評価

評　価
評価結果

知事へ報告

法人へ通知

　
【首都大学東京】
 ＜教育関連＞
  ○入学者選抜
  ○教育課程・教育方法（学部）
  ○教育課程・教育方法（大学院）
  ○教育の質の評価・改善
  ○学生サポートセンターの設置
  ○学修に関する支援
  ○学生生活支援
  ○就職支援
  ○留学支援
  ○外国人留学生支援
  ○適応相談
  ○支援の検証
 ＜研究関連＞
  ○研究の内容（★）
  ○研究実施体制等の整備
 ＜社会貢献＞
　○産学公連携
  ○都政との連携（★）
  ○都民への知の還元

【産業技術大学院大学】
　
【都立４大学】
　○教育の内容等
  ○学生支援

【法人運営】
　○業務運営の改善
　○教育研究組織の見直し（★）
　○人事の適正化
　○事務等の効率化

【財務運営】
○外部資金等（▲）
○授業料等学生納付金
○オープンユニバーシティの事業収支
○経費の抑制
○資産の管理運用
○剰余金の適切な活用による戦略的な事業展開（▲）

【自己点検・評価及び当該状況に係る情報提供】

【その他業務運営】
○広報活動の積極的展開
○情報公開等の推進
○施設設備の整備・活用等（▲）
○安全管理（▲）
○社会的責任

項 目 別 評 価

○法人が策定した年度計画の大項目ごとに　１～４　の４
段階で項目別評価を実施した。

　　１…　年度計画を順調に実施している。
　　２…　年度計画をおおむね順調に実施している。
　　３…　年度計画を十分に実施できていない。
　　４…　業務の大幅な改善、見直しが必要である。

○評価の結果、大項目３６項目のうち、
　　１…３項目(★）、　２…２９項目、　３…４項目（▲）、
　　４…０項目
　
◎開学初年度の業務実績は、おおむね当初予定どおり
適切に実施されたことが認められた。


